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第1章 札幌経済の実態把握に係る基礎調査結果

札幌市中小企業振興条例では、総合的な中小企業振興施策の策定にあたっては、中小企業者等

の実態を的確に把握するとともに、中小企業者等の意見を適切に反映するよう努めなければならない

と定めています。

第２次産業振興ビジョンでは、市内企業の現状や中長期的な経済活動を理解した上で、施策の方

向性を検討するための基礎調査を行いました。

1 市内企業１万社を対象としたアンケート調査

調査概要1
ア　調査対象

市内に本社がある企業１０，０００社（無作為抽出）

イ　調査手法

調査票の郵送によるアンケート調査（回答手法は郵送又はＷＥＢ）

ウ　調査期間

令和３年（２０２１年）１２月３日～１２月１７日

エ　回答状況

有効回答　３，１４３社

※　端数処理の関係で、割合の合計が100％にならない場合があります。
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オ　回答企業の概要

農林水産業

建設業

食料品製造業

製造業（食料品以外）

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業

小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療・福祉

その他のサービス業

その他

不明

合計

１１社

６１８社

３５社

１３５社

６２社

７９社

２１９社

３４７社

４２社

４０９社

１６４社

１６社

１４３社

１１２社

９２社

１３７社

３０５社

１６１社

５６社

３，１４３社

０．３％

１９．７％

１．１％

４．３％

２．０％

２．５％

７．０％

１１．０％

１．３％

１３．０％

５．２％

０．５％

４．５％

３．６％

２．９％

４．４％

９．７％

５．１％

１．８％

１００．０％

２．主たる業種

業種 実数 構成比

大企業

中小企業

　 　　　うち小規模事業者

不明（従業員数等未記入）

合計

３２社

３，０８８社

２，０９０社

２３社

３，１４３社

１．０％

９８．３％

６６．５％

０．７％

１００．０％

１．企業規模

企業規模 実数 構成比
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調査結果2
ア　経営状況・市場等

・「ほぼ横ばい」が４２．４％と最も多く、これに「減収減益」が３６．６％で続いており、これら

の２項目が回答の中心となっています。

・そのほかの回答では「増収増益」を挙げる回答が１割程度（１２．２％）みられます。

・なお、平成２７年度（２０１５年度）に実施した調査結果と比較すると、「増収増益」が１０ポイント

以上減少している一方で、「減収減益」が約１０ポイント増加しているほか、「ほぼ横ばい」が

５ポイント増加しています。

問１．最近５年間の業績の推移についてご回答ください。

0.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

（％）

増収増益

12.2

24.6

増収減益

4.3
6.6

ほぼ横ばい

42.4

37.4

減収増益

4.54.6

減収減益

36.6

26.9

2015年度調査 2021年度調査
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１）売上

・売上が「減少した」が５８．４％と最も多く、次いで「変わらない」が３２．９％、「増加した」が

８．８％となっています。

・業種別にみると、売上が「減少した」の回答割合の高い業種として「宿泊業」（１００．０％）、

「飲食サービス業」（８８．０％）、「生活関連サービス業、娯楽業」（７７．５％）などが挙げられ

ます。一方で、「増加した」の回答割合の高い業種として「情報通信業」（２５．８％）、「食料品

製造業」（１７．１％）などが挙げられます。

問２．新型コロナウイルス感染拡大によって、令和元年(2019年)末以降の業績

　　 （売上及び利益）に変化はありましたか。

増加した

8.8％

変わらない

32.9％減少した

58.4％

（N=3,110）

２）利益

・利益についても、全体的な傾向は売上と同様であり、「減少した」が５９．６％と最も多く、

次いで「変わらない」が３１．７％、「増加した」が８．７％となっています。

（N=3,048）

増加した

8.7％

変わらない

31.7％減少した

59.6％
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・事業を行っていく上での課題をみると、「人手不足」が４０．０％と最も多く、次いで「売上不

振」が３８．２％、「原材料等の仕入価格高騰」が２８．７％、「粗利益率の低下」が２６．５％と

続いており、これら４項目を挙げる回答が多くみられます。

・回答割合の高い「人手不足」及び「売上不振」について業種別にみると、「人手不足」では

「医療・福祉」（６７．６％）、「建設業」（６５．４％）、「情報通信業」（６２．３％）、「運輸業、郵便

業」（６１．０％）などの回答割合が高くなっています。また、「売上不振」では「宿泊業」（８７．

５％）、「飲食サービス業」（５８．０％）、「生活関連サービス業、娯楽業」（５８．０％）などの回

答割合が高くなっています。

問３．事業を行っていく上での課題は何ですか。（複数回答）

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

40.0

38.2

28.7

26.5

16.5

16.4

14.7

12.6

11.8

9.3

7.4

5.7

4.9

3.4

2.2

0.8

0.5

7.2

5.5

人手不足

売上不振

原材料等の仕入価格高騰

粗利益率の低下

事業承継・後継者の問題

電気・ガス料金等、諸経費の増加

設備の不足・老朽化

資金調達

販売単価の下落

国内企業との競合激化

新たな技術やノウハウの情報不足

新製品・サービスの企画・開発の減少

規制が厳しい

敷地面積が狭い

在庫過剰

設備の過剰

海外企業との競合激化

特に課題はない

その他

（N=3,106）
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・なお、平成２７年度（２０１５年度）に実施した調査結果と比較すると、「人手不足」「売上不振」

「原材料等の仕入価格高騰」「粗利益率の低下」が回答の上位を占める傾向は同様です。

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

40.0

37.9

38.2

32.6

28.7

24.0

26.5

26.5

16.5

15.8

16.4

21.6

14.7

16.5

12.6

16.4

11.8

24.2

9.3

17.3

7.4

9.0

5.7

7.7

4.9

7.7

3.4

3.8

2.2

1.9

0.8

0.6

0.5

0.5

7.2

6.0

5.5

5.1

人手不足

売上不振

原材料等の仕入価格高騰

粗利益率の低下

事業承継・後継者の問題

電気・ガス料金等、諸経費の増加

設備の不足・老朽化

資金調達

販売単価の下落

国内企業との競合激化

新たな技術やノウハウの情報不足

新製品・サービスの企画・開発の減少

規制が厳しい

敷地面積が狭い

在庫過剰

設備の過剰

海外企業との競合激化

特に課題はない

その他

2015年度調査 2021年度調査
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イ　事業展開に係る方向性

・「変わらない」が４０．７％と最も多く、次いで「縮小していく」が２６．６％、「拡大していく」が

１９．７％、「わからない」が１２．９％となっています。

・業種別にみると、「拡大していく」の回答割合が高い業種として「宿泊業」（４３．８％）、「食料

品製造業」（４１．２％）、「情報通信業」（３８．７％）、「医療・福祉」（３６．８％）などが挙げられ

ます。一方で、「縮小していく」の回答割合の高い業種として「小売業」（４１．８％）、「教育、学習

支援業」（３５．２％）などが挙げられます。

・なお、平成２１年度（２００９年度）及び平成２７年度（２０１５年度）に実施した調査結果と比較

すると、「変わらない」が増加傾向にある一方で、「拡大していく」は平成27年度(2015年度)

調査にかけて増加していたものが、１０ポイント程度減少し、これまでの調査で最も少ない

回答割合となっています。また、「縮小していく」は平成27年度(2015年度)調査にかけて

１０ポイント程度減少していたものが、増加に転じています。

問４．現在取り組んでいる事業分野の市場規模について、将来展望をどのように考えていますか。

拡大していく

19.7％

変わらない

40.7％

縮小していく

26.6％

わからない

12.9％

（N=3,066）

0.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

（％）

拡大していく

19.7

29.0

変わらない

40.7
38.1

縮小していく

26.6

22.8

わからない

12.9

10.0

22.8

31.1
33.0

13.1

2015年度調査 2021年度調査2009年度調査
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・「人材の育成・確保」が４２．８％と最も多く、次いで「営業力強化」が２７．８％と続いており、

これら２項目が回答の中心となっています。

・一方で、「特に対応していない」（１７．１％）が２割近くみられます。

問５．問４を踏まえて、どのような対応を検討していますか。（３つまで複数回答）

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

42.8

27.8

14.3

14.2

12.8

12.5

12.5

12.3

9.7

4.5

3.2

1.6

17.1

1.9

人材の育成・確保

営業力強化

ITやコンテンツの活用

新製品・サービスの開発

対象市場の拡大（国内）

生産性向上

事業縮小・見直し

新分野進出

企業間連携強化（同業種）

企業間連携強化（異業種）

生産設備の強化

対象市場の拡大（海外）

特に対応していない

その他

（N=3,039）
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・「取り組む予定はない」が５３．１％と半数以上を占めています。

・一方、取組に対して前向きな意向を示している回答をみると、「将来取り組む意向はある」

が２６．１％と最も多く、次いで「行っている」が１２．２％、「現在取り組む計画がある」が

８．５％の順となっています。

・業種別にみると、「行っている」や「現在取り組む計画がある」、「将来取り組む意向はある」と

いった前向きな回答の割合が高い業種として「情報通信業」（６６．７％）、「飲食サービス業」

（６０．９％）などが挙げられます。

・なお、平成２１年度（２００９年度）及び平成２７年度（２０１５年度）に実施した調査結果と比較

すると、それほど大きな変動はみられませんが、「行っている」が微減している一方で、「将来

取り組む意向はある」が微増しています。

問６．新分野・新業務への取組を行っていますか。

行っている

12.2％ 現在取り組む計画がある

8.5％

将来取り組む
意向はある

26.1％

取り組む予定はない

53.1％

（N=3,021）

0.0

60.0

40.0

20.0

（％）

行っている

12.2
14.1

現在取り組む計画がある

8.58.5

将来取り組む意向はある

26.1
24.0

取り組む予定はない

53.153.3

15.2

7.7

22.7

54.4

2015年度調査 2021年度調査2009年度調査
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・「その他のサービス業」を挙げる回答が２３．８％と最も多く、次いで「不動産業、物品賃貸業」

が１６．４％、「飲食 サービス業」が１３．６％、「小売業」が１３．５％、「建設 業」が１３．０％と

続いています。

問７．新分野・新業務はどの分野ですか。

　　　（問６で「取り組む予定はない」以外の回答をした方対象、複数回答）

0.0 30.025.020.015.05.0 10.0 (%)

23.8

16.4

13.6

13.5

13.0

8.5

8.3

7.4

6.1

5.5

4.9

4.3

4.2

0.5

3.2

3.2

1.5

5.5

その他のサービス業

不動産業、物品賃貸業

飲食サービス業

小売業

建設業

環境・エネルギー関連

医療・福祉

学術研究、専門・技術サービス業

情報通信業

卸売業

食料品製造業

製造業（食料品以外）

農林水産業

運輸業

宿泊業

金融業、保険業

バイオ関連（創薬等）

その他

（N=1,058）
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ウ　人材確保等の状況

１）従業員数

・「変わらない」が５７．６％と最も多く、次いで「減少した」が２３．７％、「増加した」が１８．７％となり

ました。

・業種別にみると、「減少した」の回答割合が高い業種として「宿泊業」（４３．８％）、「飲食サー

ビス業」（４０．４％）、「運輸業、郵便業」（３６．８％）などが挙げられます。一方、「増加した」の

回答割合の高い業種として「教育、学習支援業」（３７．４％）、「医療・福祉」（３６．８％）、「食料

品製造業」（３４．３％）などが挙げられます。

・なお、平成２７年度（２０１５年度）に実施した調査結果と比較すると、「増加した」が１０ポイント

以上減少している一方で、「変わらない」が１０ポイント以上増加しています。

問８．最近５年間で従業員数に変化はありましたか。また、正社員と非正規社員の割合や男性と

　　  女性の割合に変化はありましたか。

（N=3,050）

増加した

18.7％

減少した

23.7％

変わらない

57.6％

0.0

60.0

40.0

20.0

（％）

増加した

18.7

30.8

減少した

23.722.5

変わらない

57.6

46.7
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２）正社員と非正規社員の割合

・「変わらない」が７４．５％と最も多く、次いで「正社員の割合が増加」が１６．０％、「非正規社員

の割合が増加」が９．５％となっています。

・企業規模別にみると、「正社員の割合が増加」との回答は大企業で４６．９％となっているの

に対して、中小企業で１５．６％、中小企業のうち小規模事業者で１１．２％にとどまっており、

大企業と中小企業で大きな差がみられます。

３）男性と女性の割合

・「変わらない」が７９．２％と最も多く、次いで「女性の割合が増加」が１２．７％、「男性の割合が

増加」が８．１％となっています。

・企業規模別にみると、「女性の割合が増加」との回答は大企業で３７．５％となっているのに対

して、中小企業で１２．３％、中小企業のうち小規模事業者で７．４％にとどまっており、大企業と

中小企業で大きな差がみられます。

（N=2,933）

正社員の
割合が増加

16.0％
非正規社員の
割合が増加

9.5％

変わらない

74.5％

（N=2,936）

男性の割合が増加

8.1％

女性の
割合が増加

12.7％

変わらない

79.2％
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・「十分確保できている」（７．６％）、「どちらかといえば確保できている」（２４．２％）の合計が３割

程度となっている一方で、「どちらかといえば確保できていない」（２７．９％）や「ほとんど確保で

きていない」（１１．０％）の合計が４割近くを占めています。

・また、「どちらかといえば確保できていない」や「ほとんど確保できていない」といった人材を十

分に確保できていないとする回答について業種別にみると、「建設業」（６０．３％）、「食料品製

造業」（５７．１％）、「運輸業、郵便業」（５６．４％）、「飲食サービス業」（５５．０％）などの回答割合

が高くなっています。

・企業規模別にみると、「新規採用の予定はない」との回答は大企業で３．１％にとどまっている

のに対して、中小企業で２９．８％、中小企業のうち小規模事業者で４０．５％となっており、特に

小規模事業者での回答割合が高くなっています。

・なお、平成27年度(2015年度)に実施した調査結果と比較すると、「十分確保できている」や

「どちらかといえば確保できている」といった回答が微減している一方で、「新規採用の予定

はない」は増加しています。

問９．最近の人材確保（採用）の状況はいかがですか。

（N=3,057）

どちらかといえば
確保できている

24.2％

どちらかといえば
確保できていない

27.9％
ほとんど確保できていない

11.0％

十分確保できている

7.6％

新規採用の
予定はない

29.4％

0.0

40.0

30.0

20.0

10.0

（％）

十分確保
できている

7.6

10.9

どちらかといえば
確保できている

24.2

28.5

どちらかといえば
確保できていない

27.928.3

ほとんど確保
できていない

11.0
9.9

新規採用の
予定はない

29.4

22.5
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・「ハローワーク」が４４．６％と最も多く、次いで「知人・友人からの紹介」が４０．９％、「就職サイト

（○○ナビ等）」及び「就職情報誌や新聞・雑誌広告」が共に２３．１％となっており、これら４項目

を挙げる回答が多くみられます。

・回答割合の高い「ハローワーク」及び「知人・友人からの紹介」について企業規模別にみると、

「ハローワーク」は企業規模が大きいほど回答割合が高く、「知人・友人からの紹介」は企業

規模が小さいほど回答割合が高くなる傾向となっています。

問１０．人材確保の手段として主要なものは何ですか。（３つまで複数回答）

0.0 60.040.020.0 (%)

44.6

40.9

23.1

23.1

13.2

11.2

6.7

3.1

0.9

8.6

ハローワーク

知人・友人からの紹介

就職サイト（○○ナビ等）

就職情報誌や新聞・雑誌広告

自社ホームページの告知

人材紹介会社の仲介

高校・大学等からの紹介

インターンシップの実施

商工会議所等支援機関からの紹介

その他

（N=2,859）
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・「給与 などの 採用条 件 のミスマッチ」（２５．２％）、「業 界 のネガティブイメージ（３Ｋ等）」

（２３．３％）、「自社の知名度不足」（１９．１％）となっており、これら３項目を挙げる回答が多く

みられます。

・一方、「特に課題はない」とする回答も４分の１程度（２５．５％）みられます。

・回答割合の多い「給与などの採用条件のミスマッチ」、「業界のネガティブイメージ（３Ｋ等）」、

「自社の知名度不足」の３項目について業種別の回答割合をみると、「給与などの採用条件の

ミスマッチ」では「宿泊業」（５３．３％）、「食料品製造業」（５２．９％）、「農林水産業」（５０．０％）

の回答割合が高く、「業界のネガティブイメージ（３Ｋ等）」では「建設業」（４２．９％）、「運輸業、

郵便業」（３９．５％）、「医療・福祉」（３５．４％）の回答割合が高く、「自社の知名度不足」では

「食料品製造業」（４１．２％）、「情報通信業」（３７．７％）、「農林水産業」（３０．０％）の回答割合

が高くなっています。

問１１．人材確保を行う上での課題は何ですか。（３つまで複数回答）

0.0 30.025.020.015.05.0 10.0 (%)

25.2

23.3

19.1

15.5

14.9

10.1

9.9

8.9

7.4

2.6

1.5

1.4

0.9

25.5

5.7

給与などの採用条件のミスマッチ

業界のネガティブイメージ（3K等）

自社の知名度不足

採用した人材の定着率の低さ

新規採用者の人件費負担

求職者の大企業志向、安定志向

就職情報誌等への掲載費用の負担

就職サイトへの掲載費用の負担

採用ノウハウの不足

採用担当者の不足

大学等の就職担当との連携不足

UIJターンを望む人材へのアプローチ

インターンシップの実施負担

特に課題はない

その他

（N=2,897）
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・「特に考えていない」が５６．６％と最も多く、半数以上を占めています。

・一方、多様な人材の活躍について考えている企業の中では、「女性」（３０．０％）を挙げる回答

が多く、次いで「高齢者（６５歳以上）」（１６．６％）、「外国人」（７．１％）の順となっています。

・企業規模別にみると、「女性」、「高齢者（６５歳以上）」、「外国人」、「障がい者」のいずれも企

業規模が大きいほど回答割合が高くなる傾向がみられる一方で、「特に考えていない」は企

業規模が小さくなるほど回答割合が高くなる傾向がみらます。

問１２．多様な人材の活躍に向けて、どのような人材の活躍の場を広げたいと考えていますか。

　　　 （複数回答）

0.0 60.040.020.0 (%)

30.0

16.6

7.1

4.1

56.6

4.7

女性

高齢者（65歳以上）

外国人

障がい者

特に考えていない

その他

（N=3,015）

第
１
編

札
幌
経
済
の
実
態
把
握
に
係
る
基
礎
調
査
結
果

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
2
編

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
3
編

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章



155

・「勤務制度・休暇制度の見直し」が４３．８％と最も多く、次いで「業務体制や業務内容の見直し」

が３２．１％となっており、これら２項目が回答の中心となっています。

・一方、「特に実施していない」（２０．０％）と回答する企業も一定程度みられます。

問１３．多様な人材の活躍に向けて、職場環境の整備として実施している取組（予定を含む）は

　　　  ありますか。（問１２で「特に考えていない」以外の回答をした方対象、３つまで複数回答）

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

43.8

32.1

16.7

16.4

14.7

13.1

12.0

7.3

20.0

2.7

勤務制度・休暇制度の見直し

業務体制や業務内容の見直し

組織体制の見直し

教育訓練制度や人材育成制度の導入

採用ルートの開拓

人事管理制度、評価制度の見直し

ICT活用による業務の効率化

新設備の設置、既存設備の増設

特に実施していない

その他
（N=1,009）
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・「任せることのできる業務が限られる」が３７．５％と４割近くを占めており、回答の中心と

なっています。

・一方で、「特に課題はない」（２３．８％）とする回答も４分の１程度みられます。

・最も回答が多い「任せることのできる業務が限られる」について業種別にみると、「製造業

（食料品以外）」（４８．２％）、「情報通信業」（４６．６％）、「製造業」（４４．６％）などで回答割合

が高くなっています。

問１４．多様な人材の活躍の場を広げていく上での課題は何ですか。（３つまで複数回答）

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

37.5

20.0

19.3

17.8

16.5

15.0

8.1

7.7

7.5

2.8

1.4

23.8

3.4

任せることのできる業務が限られている

給与など待遇面のミスマッチ

柔軟な勤務時間の設定が難しい

長い年数働けるか分からない

勤務時間・休日など勤務条件のミスマッチ

コミュニケーションの難しさ

突然の休業等への不安

残業や出張・転勤をさせづらい

職場環境整備の費用負担

他の社員、取引先の理解不足

採用方法がわからない

特に課題はない

その他
（N=2,834）
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エ　社会課題の解決に向けた取組への対応状況

・「コロナ禍以前から進めている」が２４．６％と最も多くなっているほか、「コロナ禍をきっかけに

進めている」（１２．０％）、「今後、進めていく予定」（１４．９％）となっており、前向きな回答が５割程

度を占めています。

・そのほか、「進めたいが、予算や人員がない」（１０．７％）といった回答も１割程度みられ、「関心は

あるが、進める予定はない」（１９．８％）や「関心はなく、進める予定もない」（１５．９％）といった、

積極的ではない回答は３割台半ばとなっています。

・デジタル化への取組を進めている（「コロナ禍以前から進めている」及び「コロナ禍をきっかけに

進めている」）企業の割合について業種別にみると、「情報通信業」（７７．４％）、「教育、学習支

援業」（６６．３％）、「学術研究、専門・技術サービス業」（５７．４％）、「金融業、保険業」（５２．５％）

で回答割合が高くなっています。

問１５．デジタル化への取組状況についてご回答ください。

（N=3,041）

コロナ禍以前から
進めている
24.6％

コロナ禍をきっかけに
進めている
12.0％

進めたいが
予算や人員がない

10.7％

今後進めて
いく予定
14.9％

関心はあるが
進める予定はない

19.8％

関心はなく
進める予定もない

15.9％

その他

2.1％
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・デジタル化により取り組みたいと考えている分野をみると、「業務の効率化」が７０．３％と最も

多くなっています。

問１６．デジタル化により取り組みたいと考えている分野は何ですか。（複数回答）

0.0 100.080.060.040.020.0 (%)

70.3

21.0

14.9

13.1

12.4

12.4

10.3

9.0

2.1

業務の効率化

新たな販売手法の導入

多様な働き方により優秀な人材を確保

新商品・サービスの開発

経営体質やビジネスモデルの抜本改革

商品品質の向上

特に取り組みたいことはない

その他

（N=1,981）

災害時等（新型コロナウイルス対策を含む）

における事業継続の観点

・デジタル化を進める上での課題をみると、「機器等の導入コストが高い」が４２．５％と４割以上

を占めています。

・そのほかの項目では、「メリット・費用対効果がない、明らかでない」（２５．３％）、「社内にデジタル

化に強い専門人材がいない」（２５．１％）、「デジタル化に適する業務がない」（２２．８％）を挙げる

回答が多くみられます。

問１７．デジタル化を進める上での課題は何ですか。（複数回答）

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

42.5

25.3

25.1

22.8

14.5

13.8

6.0

4.0

16.5

3.5

機器等の導入コストが高い

メリット・費用対効果がない、明らかでない

社内にデジタル化に強い専門人材がいない

デジタル化に適する業務がない

他業務が優先で取り組む余裕がない

相談先が分からない

特に課題はない

その他

（N=2,899）

ソフトウエアの開発・カスタマイズ等を

してくれるIT企業がいない

どのような機器・システムを

使えば良いか分からない
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・「ＳＤＧｓの内容は知っているが、特に対応は検討していない」が４５．５％と最も多く、次いで「Ｓ

ＤＧｓという言葉は知っているが、内容はよく知らない」が１９．７％と続いているなど、具体的な

対応等の検討まで至っていない企業が全体の６割を超えています。

・また、「ＳＤＧｓについて全く知らない（今回初めて聞いた）」（１１．８％）とする回答も１割程度を占

めています。

・一方、「ＳＤＧｓについてすでに対応・取組を進めている」（９．８％）や「ＳＤＧｓについて対応・取組

を進めることを検討している」（１３．２％）など、取組について前向きな意向を示している回答は

２割程度となっています。

・取組について前向きな意向を示している回答を業種別にみると、「農林水産業」（４５．５％）、

「食料品製造業」（４４．１％）、「宿泊業」（４３．８％）などの回答割合が高くなっています。

・同様に企業規模別にみると、大企業では７１．９％となっているのに対して、中小企業では２２．

５％、中小企業のうち小規模事業者では１８．６％にとどまっており、企業規模が小さくなるほど

ＳＤＧｓの取組に消極的な傾向がみられます。

問１８．ＳＤＧｓへの対応状況についてご回答ください。

（N=3,017）

SDGsの
内容は知っているが、

特に対応は
検討していない

45.5％

SDGsという
言葉は知っているが、
内容はよく知らない

19.7％

SDGsについて
対応・取組を進める
ことを検討している

13.2％

SDGsについて
全く知らない（今回初めて聞いた）

11.8％

SDGsについて
すでに対応・取組を進めている

9.8％
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・「企業の社会的責任として重要」が４２．０％と最も多く、次いで「環境規制など法令順守

の観点から重要」が３１．７％、「国や北海道、札幌市の方針への対応として重要」が３１．０％、

「ＳＤＧ ｓへ の対応として重 要」が２２．２％と続 いており、こ れら４ 項目を挙げる回答が

多くみられます。

・一方、「特に意義はない」（１９．１％）とする回答も２割程 度みられます。

問１９．「ゼロカーボン（カーボンニュートラル）」を目指す意義について、

　　　  どのように捉えていますか。（複数回答）

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

42.0

31.7

31.0

22.2

17.2

9.6

7.1

6.4

6.1

19.1

2.1

企業の社会的責任として重要

環境規制など法令順守の観点から重要

国や北海道、札幌市の方針への対応として重要

SDGsへの対応として重要

電気料金などのコスト削減につながるもの

ビジネスチャンスの拡大につながるもの

取引先の要請に対応するためのものとして重要

自社のブランド力・認知度の向上につながるもの

特に意義はない

その他
（N=3,047）

将来の規制への対応など

ビジネスリスクの低減につながるもの



161

第
１
編

札
幌
経
済
の
実
態
把
握
に
係
る
基
礎
調
査
結
果

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
2
編

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
3
編

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

・「どのレベルまで対応が必要か分からない」が３８．０％と最も多く、次いで「専門知識や

ノウハウが不足している」が３３．４％、「取り組むためのコストが高い」が２１．０％と続いて

おり、これら３項目を挙げる回答が多くみられます。

・一方、「特に課題はない」（２１．４％）とする回答も２割程度みられます。

問２０．「ゼロカーボン（カーボンニュートラル）」に取り組む上での課題は何ですか。

　　　  （複数回答） 

0.0 50.040.030.020.010.0 (%)

38.0

33.4

21.0

19.9

16.6

13.6

11.3

7.1

3.1

21.4

2.3

どのレベルまで対応が必要か分からない

専門知識やノウハウが不足している

取り組むためのコストが高い

コストに見合う効果が見込めない

優先順位が低い

取組を推進する人材がいない

相談先が分からない

取引先や従業員の理解が得られない

特に課題はない

その他
（N=3,012）

取り組む時間が確保できない・

業務量の増加につながる
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・「低利融資制度」が３０．６％と最も多く、次いで「人材確保支援」が２２．３％、「増設など設備

投資支援」が１７．０％、「人材育成支援」が１２．６％、「製品・サービス開発への補助金」が

１２．１％と続いています。

・一方、「特にない」（２４．５％）とする回答も４分の１程度みられます。

問２１．事業活動を行う上で、行政に望む支援策等はありますか。（３つまで複数回答）

0.0 40.030.020.010.0 (%)

30.6

22.3

17.0

12.6

12.1

8.0

6.4

5.9

5.8

5.7

4.8

4.5

4.4

3.8

2.1

1.9

1.9

1.6

1.2

24.5

3.3

低利融資制度

人材確保支援

増設など設備投資支援

人材育成支援

製品・サービス開発への補助金

事業承継支援

省エネルギー対策への支援

多様な人材の就労支援

新分野進出支援

異業種・同業種とのマッチング支援

生産性の向上支援

事業再構築支援

経営相談支援

国内への販路拡大支援

企業情報の発信支援

産学官連携の推進

創業支援

海外への販路拡大支援

デザイン経営の導入支援

特にない

その他

（N=3,026）
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・行政に望む支援策等については、平成２７年度（２０１５年度）に実施した調査でも同様の

質問を行っており、比較可能な選択肢をみると、「低利融資制度」「人材確保支援」が上位

２項目を占める状況に変わりはありません。

0.0 40.030.020.010.0 (%)

30.6

35.1

22.3

25.9

17.0

16.0

12.6

20.4

12.1

9.9

8.0

5.8

6.4

6.2

5.8

6.3

5.7

6.7

4.8

3.6

4.4

5.2

3.8

6.1

2.1

4.0

1.6

4.1

低利融資制度

人材確保支援

増設など設備投資支援

人材育成支援

製品・サービス開発への補助金

事業承継支援

省エネルギー対策への支援

新分野進出支援

異業種・同業種とのマッチング支援

生産性の向上支援

経営相談支援

国内への販路拡大支援

企業情報の発信支援

海外への販路拡大支援

2015年度調査 2021年度調査
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問２２．行政に望む支援策の具体的な内容や、札幌市の産業をより発展・活性化させるために

　　　　必要なアイデア、事業活動を行う上で課題となっている制度・規制等について、ご自由に

　　　　回答ください。

○　世界的な観光都市の割には、これといった施設や催事が少なく、１日も巡ると終わって

しまうのはとても残念。【建設業】

　
○　コロナ回復後のインバウンド受け入れ態勢の準備とインバウンド客が満足するまち

づくりや魅力開発。【小売業】

　
○　今後はクラウド化が進むことに伴い、ネットワーク構築とセキュリティ対策が重要に

なってくることから、市内企業のセキュリティ対策は市内のＩＴ企業が対応できるよう

に、ＩＴ新技術の修得のための教育支援と育成費支援が必要。【情報通信業】

　
○　「デジタル化」に特化した無料の相談窓口の設置。ＩＴに関する勉強会などの開催。

【その他サービス業】

　
○　ＳＤＧｓ及びゼロカーボンに新しく取り組む企業への補助金又は支援金支給の拡大

と手続きの簡略化。【小売業】

　
○　消費を促す市場活性化への支援。【卸売業】

　
○　起業家を目指す人が増えるような仕組みづくり。若い人にチャンスを与えるような機会。

【不動産、物品賃貸業】

　
○　各種補助金制度などをわかりやすく公開するホームページを開設し、ＰＣやスマート

フォン等でいつでも見られる体制の整備。【建設業】

　
○　デジタル化、ＳＤＧｓ、カーボンニュートラルなどについて、社内で取り組めるような

具体策をわかりやすく教えてくれる相談窓口の整備。【建設業】

　
○　人材確保に役立つよう、きちんと取り組んで結果を出している企業への特別な称号

の付与。【建設業】

　
○　モデル企業をタイプ別に数十社ピックアップし、ロールモデルとして行政が誘導・発信し、

その輪を拡大していくような仕組みづくり。【建設業】

　
○　小中学校における職業紹介や、その知識を先生へ教育する場の構築。【建設業】

　
○　経済活性化のため、市街化調整区域の一層の緩和。【不動産、物品賃貸業】

＜主な回答内容（抜粋）＞
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2 市内企業経営者等に対するヒアリング調査結果

調査概要1
ア　調査対象

調査結果2
ア　自社・業界の課題について

市内の企業経営者や学識経験者、経済団体等約５０者

イ　調査手法

企業訪問又はｗｅｂ形式による面談

ウ　調査期間

令和３年（２０２１年）１０月～令和４年（２０２２年）１月

・新型コロナウイルス感染症収束後の人材確保

・観光客の札幌での滞在日数が短い

・サービスの付加価値が低く、観光関連業者の賃金水準が低い

　
・原材料の高騰

・商品・サービスの付加価値が低い

・工場を立地するための工業用地が少ない

　
・受託業務が主であり、従業者一人当たりの生産性が低い

・テレワークの推進によりＩＴ人材が首都圏企業に引き抜かれている

　
・デザイナーの知名度の低さや成り手不足

・企業にデザイン経営が浸透していない

・若手デザイナーの活躍の場が少ない

　
・長期間を要する研究開発から製品化までの資金調達が困難

・優秀な理系人材の受け皿となる医療系の市内企業が少ない

　
・マーケットインの発想が弱い

・商慣習の違いやコミュニケーションの問題により、海外企業と直接取引ができる

 市内企業が少ない

・卸売機能の中抜き化

　
・長時間労働・低賃金等によるドライバー不足

・燃料費の高騰

・対本州間での物流の片荷構造（北海道からの運送物を創出する企業が少ない）

　
・学生がベンチャーに触れる機会が少なく、創業に対する意欲が低い

・スタートアップの成功事例が身近に感じられない

　
・事業承継が円滑に進んでいない

・保守的な経営者が多く、イノベーションが起こりづらい

ヒアリング内容（概要）業界

観光

食

ＩＴ

クリエイティブ

健康福祉・医療

卸売・小売

流通

スタートアップ

業界全般
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イ　ポストコロナに向けた取組、今後の展望

・薄利多売から高付加価値な商品・サービスの販売への転換

・団体型観光から個人型観光への対応

　
・札幌の歴史や文化を取り入れた食の商品開発

・ハラル等への対応を通じた外国人観光客の食の選択肢の拡充

　
・デジタル需要の高まりを見据えたＩＴ人材の確保・育成

・事業継続等に向けたＡＩの活用促進

　
・デジタル化に伴うｗｅｂデザインのニーズの高まりへの対応

　
・健康志向の高まりによる機能性食品等のニーズの向上

・観光×医療、食×健康といった他分野との連携の強化

　
・人口減少を見据えたＩＴの活用による省人化への取組

ヒアリング内容（概要）業界

観光

食

ＩＴ

クリエイティブ

健康福祉・医療

卸売・小売

ウ　社会課題解決に向けた取組

【自社・業界の課題等】

・必要性は理解できるが、具体的な取組イメージがわかない

・将来的にＳＤＧｓや脱炭素に取り組むことが取引条件となり、取り組まない企業

　は市場から淘汰されると推測

・まち全体でＳＤＧｓや脱炭素を推進する必要がある

　
【自社・業界における取組】

・管理職の女性登用の促進

・消費期限が近いものを社員食堂の食材に活用

・社内のCO₂削減量の目標を定めた上でゼロカーボンに資する取組の実施

　
【自社・業界の課題等】

・デジタル化と昔ながらの商慣習や文化の両立が課題

・企業のデジタル化を推進するためには非ＩＴ企業内にＩＴに精通する人材が必要

　
【自社・業界における取組】

・ペーパーレス化や一元管理システム、遠隔操作機器の導入

ヒアリング内容（概要）項目

ＳＤＧｓ、

脱炭素

デジタル



167

第
１
編

札
幌
経
済
の
実
態
把
握
に
係
る
基
礎
調
査
結
果

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
2
編

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
3
編

第
１
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

エ　人材の育成・確保、就労環境の整備

【自社・業界の課題等】

・年々従業員の早期離職が加速している

・人材紹介会社に払う手数料負担が大きい

　
【自社・業界における取組】

・ＵＩターン人材の前職時と同水準の待遇付与

・高品質なサービス提供のため、同業種間での勉強会の実施

　
【自社・業界における取組】

・希望者の定年延長

・従業員の奨学金の全額返済

・副業の承認、副業のための短時間勤務制度の導入

　
【自社・業界の課題等】

・コミュニケーションや受け入れ態勢の整備

ヒアリング内容（概要）項目

人材確保・
育成

就労環境の
整備

外国人材の
活用

オ　行政に望む支援策等

・ＭＩＣＥ需要を取り込むなど、観光客数の季節変動を減らす取組

・エンターテインメント需要を取り込む大規模施設の整備

・街中での大型観光バスの駐車スペースの整備

・札幌の歴史や文化に触れられる観光資源を発掘し、その魅力を市民が観光客

　に伝えられるよう理解することが重要

・従業員が真のサービスを学ぶための研修に対する支援

　
・食と観光分野は素材の良さに胡坐をかいている状況。商品・サービスの高付加

　価値化への取組に対する支援

・食と観光の連携した取組

・札幌らしい食の文化や歴史を取り入れたシンボリックなものの構築

・飲食業界のイメージアップを図る取組

　
・イノベーションに関わる事業等、未来への投資に対する手厚い支援

・リカレント教育等を通じたＩＴ人材の確保・育成

　
・一般企業とデザイナーをつなぐ場の創出

・子ども向けワークショップの開催

・一般企業向けのデザイン勉強会や、デザイナー向け経営勉強会の開催

　
・関連企業の交流の場の創出

・札幌を研究地として選んでもらえるための環境の整備

・資金調達に係る支援

・ＰＭＤＡ(医薬品医療機器総合機構)等、専門家への相談に係る費用の負担

ヒアリング内容（概要）業界、項目

観光

食

ＩＴ

クリエイティブ

健康福祉・
医療
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・道外への事業展開に係る広報活動への支援

・海外市場開拓に向けた実証実験への支援

・北海道からの運送物を創出する企業の誘致

・物流拠点を新施設に移行した際の賃料の補助

　
・札幌市はＳＤＧｓや脱炭素に取り組むまちであることの全面的な打ち出し

・市の方針を示すとともに、具体の取組が理解できるよう業種別ガイドラインの

　作成

・取組に対する補助金や優良な取組を行う企業の表彰等によるインセンティブの

　付与

・業務のどの部分をデジタル化できるのかを整理するためのＤＸ診断の実施

　
・資金調達が難しい学生起業家向けの資金繰り支援　

・学生を対象とした起業に対する機運醸成

・投資家や共同研究できる企業とのマッチングの場の創出

・スタートアップ企業の信頼向上のため、札幌市が積極的にスタートアップ支援に

　関わっていることの発信

・道内のスタートアップの成功事例の発信

・スタートアップのＩＰＯ支援

　
・ＵＩターン人材への補助の継続実施

・奨学金返済補助制度のような地元企業への就職が進むような取組

・人手不足企業と人手余剰企業とのマッチング支援

・働き方改革に取り組む企業の表彰や補助制度の構築

・人材定着に向けた取組への支援

・ＩＴに精通した副業人材の活用支援

　
・事業計画書の作成に対する支援

・生産性向上に資する設備投資に係る補助制度

・ＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）を行う企業の育成や誘致

・市の施策の積極的な情報発信と関連情報を入手できるツールの構築

ヒアリング内容（概要）業界、項目

流通

ＳＤＧｓ、
脱炭素、
デジタル

その他

人材確保・
育成

創業・
スタートアップ
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	第2次札幌市産業振興ビジョン_Part143
	第2次札幌市産業振興ビジョン_Part144
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